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１．協働と連携による課題解決と魅力向上 
 

1-1 公民連携を推進します 

 

項
目 ☆1-1(1) 公民連携の推進体制の構築 

所
管 

しごと連携担当室しごと連
携担当課、経営改革・公共施
設再配置推進担当課 

内
容 

地域課題の解決に向けて、公民の役割分担を踏まえつつ、民間の創意工夫
や事業提案を活用し、実施事業や担い手の選定、手法を検討する場として、
区民や関係団体等で構成されるプラットフォームを設置し、新たな公民連
携の推進体制を構築します。また、（仮称）公民連携推進条例の制定や、公
民連携に係る執行体制の整備を行います。 

① （仮称）公民連携推進条例の制定 

② 公民連携プラットフォームの設置 

③ 公民連携事業のマッチング 

④ 執行体制の整備 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

① 検討 

② 検討 

③ 検討 

④ 検討 

準備 

準備 

準備 

設置 

制定 

設置・運営 

導入 
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項
目 

☆1-1(2) 公民連携によるまちづくり

の推進 

所
管 

新庁舎整備担当部新庁舎整
備担当課、地域振興部産業
振興課、拠点まちづくり担
当部拠点まちづくり担当
課、関係課 

内
容 

地域住民、関係団体等で構成される協議会等を設置し、区民意見や関係団
体の意向、地域課題を共有し、区民参加型の公民連携によるまちづくりを
推進します。また、エリアマネジメントの考え方の導入を促進するととも
に、まちづくりファンドや都市再生推進法人制度等の活用も含め、まちづ
くりの担い手の育成や、活動支援の取組み等を推進します。 

① 新庁舎の低層部におけるにぎわい創出 

② 区内産業団体等と連携し産業活性化ビジョンのあり方検討 

③ まちづくりにおけるハード整備を中心とした王子共創会議 

④ 王子駅周辺まちづくりガイドラインに基づくエリアプラットフォーム 

など 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

① 検討 

② 検討・方針決定 

③ 実施 

④ 構築・内容検討 

 

改定 

 

運営 
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項
目 

☆1-1(3) 公民連携による福祉分野へ

の取組み 

所
管 

政策経営部企画課、福祉部
地域福祉課、高齢福祉課、ま
ちづくり部まちづくり推進
課、関係課 

内
容 

公民それぞれが持つ人的、知的、物的資源を活用し、福祉分野における地
域課題の解決に向け、連携を図っていきます。 

① 学生に特別養護老人ホーム等の施設訪問や実習等の機会を設け、高齢者
施設の役割や仕事について理解を深めてもらうことにより、将来の福祉
人材の確保につなげていきます。 

② 高齢者あんしんセンターでは、地域住民と情報交換等を行う場に大学生
の参加機会を設けるなど、幅広い世代が地域活動に参加できる仕組みづ
くりに取り組んでいきます。 

③ いきがい活動センターでは、指定管理者制度を導入し、民間事業者によ
る高齢者を対象とした就労支援を行い、ハローワークやシルバー人材セ
ンターとの連携や区内企業とのマッチングを実施します。 

④ 都区の連携協力により、都営桐ケ丘団地建替え事業において、民間事業
者による福祉施設等の誘致や整備を推進します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

① 実施 

② 推進 

③ 推進 

④ 誘致・推進 
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項
目 ☆1-1(4)公民連携による健康・医療推進 

所
管 

地域振興部スポーツ推進
課、福祉部高齢福祉課、健
康部健康政策課、関係課 

内
容 

区民の健康づくりや医療推進について、民間企業や大学等と連携し、区民
ニーズに合った連携事業を実施し、デジタルを活用した地域の課題解決や
活性化につなげます。 

① 東洋大学と連携し、スポーツメニューや健康増進メニューの実施につい
て協議・推進します。 

② いきがい活動センターでは、指定管理者制度を導入し、さらなる利用者
拡大や新たな介護予防プログラムの開発を図り、区民の健康増進とフレ
イル予防を図ります。 

③ 民間企業や大学等と連携を強化し、ファミリー層や働く世代に向けた健
康づくり事業の充実を図ります。 

④ 民間企業と連携し、医療・介護関係者に感染症対策の研修などを実施し、
感染症予防の充実を図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

① 協議・推進 

② 推進 

③ 推進 

④ 推進 

 

 

 

 

    

 

 

項
目 

☆1-1(5) 公民連携によるスポーツを

軸とした地域活性化 

所
管 

政策経営部企画課、地域
振興部スポーツ推進課 

内
容 

国や東京都、区内大学（東洋大学）等との協力関係を構築し、区民が身近
な地域で気軽にスポーツを楽しむ環境を整えます。また、区民がトップア
スリートを身近に感じられるように、日テレ・東京ヴェルディベレーザや
日本卓球協会をはじめ、各種競技団体やトップアスリートとの連携を推進
するとともに、「トップアスリートのまち・北区推進協議会」を通じて、関
係団体や地域と連携した取組みを展開し.ます。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

実施・推進 
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項
目 

1-1(6) 公民連携によるシティプロ 

モーション※のさらなる推進 

所
管 

政策経営部シティブランデ
ィング戦略課、しごと連携担
当室しごと連携担当課 

内
容 

区民の一人ひとりがシティプロモーションの主役になれるような仕組みや
公民連携を促すプラットフォームを構築し、社会実験的試みを展開してい
くことで既存の制度等における課題解決を模索していきます。また、令和
６年度に新たな一万円札の顔となる渋沢栄一翁に関するイベントを公民連
携で開催し、区民から事業提案を募集するなど、新紙幣発行に向けた気運
醸成とともに北区を PR していきます。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

① シティプロモー
ション支援 

② 新一万円札発行
カウントダウン
プロジェクト 

 

 

 

 

 

 

  

※シティプロモーション：自治体の個性と魅力を内外へ戦略的・効果的に情報発信し、住民が地

域に対する魅力を認識し、地域への誇り・愛着を持つこと。 

 

 

項
目 

☆1-1(7) 公民連携による個人番号カード

交付申請サポート 

所
管 

区民部戸籍住民課 

内
容 

東京都行政書士会北支部と連携を図り、区役所等における常設窓口の設置
や出張等によるきめ細かな対応も含め、個人番号カードの交付申請サポー
トや代理申請等を実施します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

検討・実施      
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項
目 

1-1(8) 公民連携による観光振興事業の

さらなる推進 

所
管 

地域振興部産業振興課、
関係課 

内
容 

（一社）東京北区観光協会との連携を強化し、区民・事業者・区が一体と
なったオール北区の体制で、北区近代化産業遺産や渋沢栄一翁関連施設等
の北区ならではの観光コンテンツなどの活用を推進し、地域のブランディ
ングを目指すとともに北区観光の魅力発信に取り組み、地域の活性化を図
ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

北区観光振興プラン
2023 に基づき推進 

①近代化産業遺産等
を活用した観光の
推進 

②水辺を活用した、
コンテンツの充実 

など 

  

 

新プラン
策定 

 

新プラン
推進 

 

 
 

 
 

項
目 

☆1-1(9) 公民連携による脱炭素社会の実現に

向けた取組み 

所
管 

生活環境部環境課、
まちづくり部まち
づくり推進課 

内
容 

北区環境ポータルサイトのコンテンツを充実させ、地域の環境活動を発信
することで、公民連携による脱炭素社会への普及啓発を行います。また、
提携事業者との連携協定に基づく電力オークション制度を利用した、区内
事業者に対する再生可能エネルギー電力への切替支援により、再エネ電力
の利用を進めます。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

①環境ポータルサイトに
よる普及啓発 

②再生可能エネルギー電
力共同購入事業の実施 

③民間開発事業における
脱炭素型のまちづくり
の促進 
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項
目 

☆1-1(10) 公民連携による避難行動要支援者

支援の実施 

所
管 

福祉部地域福祉課 

内
容 

避難行動要支援者の避難支援（個別避難計画の作成・更新や移送支援）に
ついて、医療機関や福祉サービス事務所、移送会社などと連携し、「誰一人
取り残されない避難」を実現します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

実施      

 

※シェアサイクル：エリア内に複数配置された自転車を共同利用する交通システムで、貸出・返

却拠点（シェアサイクルポート）において自由に貸出・返却ができる。 

 

項
目 1-1(12) ＰＰＰ※手法の導入の検討 

所
管 

政策経営部経営改革・公共
施設再配置推進担当課、 
総務部契約管財課、関係課 

内
容 

より効果的に質の高いサービスを提供するため、ＰＦＩ※のほかＰＦＳ※な
ど新たなＰＰＰ手法の導入を検討します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

検討 準備・選定 導入    

※PPP：公共サービスに、民間の連携・協力のもと創意工夫等を活用し、効率化を図るもの。 

※PFI ：民間の資金、経営能力と技術的能力を活用して、公共施設等の建設、改修、維持管理、

運営等を行う手法のこと。 

※PFS：成果連動型民間委託契約方式。社会課題の解決に成果指標を設定し、成果指標値の改

善状況に連動して民間事業者に委託費等を支払う手法のこと。 

項
目 

☆1-1(11) 公民連携によるシェアサイクル※

の活用促進 

所
管 

土木部交通事業
担当課 

内
容 

シェアサイクル事業者と連携し、シェアサイクルポートの設置を促進し、
区民の区内移動の利便性向上を図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

9 か所 9 か所 10 か所 4 か所 4 か所 4 か所 

指標（目標値） ポート設置数 
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1-2 多様な主体との協働・連携を推進します 

 

項
目 

☆1-2(1) 政策提案協働事業制度等の見直

しと拡充 

所
管 

地域振興部地域振興課 

内
容 

政策提案協働事業の対象団体の拡充や地域づくり応援団事業における補助
上限の見直しを検討します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

検討 実施 推進    

 

項
目 1-2(2) 地域における雇用の促進 

所
管 

地域振興部産業振興課 

内
容 

ハローワークや東京都等の関係機関と連携を図り、就職活動の支援を推進
するとともに、人材確保支援事業では新たにマッチング事業を展開しま
す。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

推進 

 
 

 

マッチング
事業 実施 

   

 

項
目 1-2(3) 総合型地域スポーツクラブの支援 

所
管 

地域振興部スポーツ
推進課 

内
容 

地域住民の健康・体力づくりのために、スポーツ活動の場を提供してスポ
ーツの振興を図るとともに、区民一人ひとりの充実した生活の実現と、地
域における豊かな人間関係の形成に資することを目的として総合型地域ス
ポーツクラブを支援します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

①(赤羽・滝野川
地区) 支援 

②(王子地区) 

設立準備 

   
 

設立・事業実施 

 

指標（目標値） 王子地区１クラブ設立 
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項
目 

☆1-2(4) パートナーシップによる環境活動の

充実 

所
管 

生活環境部環境課 

内
容 

ゼロカーボンシティの実現に向けて、友好都市等と協定を結び、森林整備
による二酸化炭素吸収量と排出量をオフセットすることで、友好都市等の
森林保全と温室効果ガスの削減につなげます。また、区民が森林整備を体
験する機会を作ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

①カーボンオフセット 

２都市 

②森林整備体験機会 

 

 

 

 

 

1 都市 

 

 

 

 

 

 

 

項
目 

☆1-2(5) 「美化推進地区事業」と「美化ボラン

ティア制度」の見直し 

所
管 

生活環境部環境課 

内
容 

「美化推進地区事業」と「美化ボランティア制度（花のあるまち推進事業）」
を一本化し、手続きの簡略化や認知度の向上等に向けて内容を見直します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

検討 検討 実施    
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項
目 ☆1-2(6) がん検診の受診率向上 

所
管 

健康部健康政策課 

内
容 

がん検診の受診勧奨の強化、複数の検診を同時に受診できる環境整備、
WEB による医療機関予約など、北区医師会等の実施機関と連携し、受診率
向上に結び付けます。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

実施 

受診率平均
14.6％ 

 

15.6％ 

 

17.7％ 

 

19.0％ 

 

20.4％ 

 

22.6％ 

指標（目標値） 令和 10 年度に東京都の平均 20％以上を目指す 

 
 
 

項
目 

☆1-2(7) 協働・連携による魅力ある公園・

水辺空間づくり 

所
管 

土木部道路公園課 

内
容 

公園・荒川緑地への指定管理者制度の拡大により、民間事業者のノウハウ
を活かした区民サービスと管理水準の向上はもとより、地域ボランティア
や町会自治会の協力のもと、魅力ある効果的な活用を図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

検討 拡大 推進 
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1-3 地域のきずなづくりを推進します 

 

項
目 1-3(1) 地域のきずなづくりの取組み 

所
管 

地域振興部地域振興課 

内
容 

人と人とのつながりや地域の連帯意識の醸成、地域活動の担い手づくりな
ど、町会・自治会と地域活動団体が連携・協力できる仕組みづくりを、地
域振興室が地域活動支援拠点としての役割を担いながら、デジタル活用な
ど効果的な手法を検討しつつ、引き続き推進します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

地域円卓会議開催 
     

 

 

項
目 

1-3(2) 町会・自治会活動への支援のあり方

の検討 

所
管 

地域振興部地域振興課 

内
容 

町会・自治会の担い手不足の解消、若い世代の加入促進、補助制度など、
町会・自治会の特性やニーズにあわせた支援のあり方を検討します。あわ
せてポータルサイトの構築や講習会など町会・自治会活動のデジタル化へ
の支援を推進します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

①デジタル化支援 

②補助制度のあり方 

検討・調整 

推進 
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1-4 区政情報の発信や区民参画を推進します 

 

 

 

項
目 

1-4(2) 施策形成関連情報の効果的な発信と

職員の広報マインド育成 

所
管 

政策経営部広報課、
全部局 

内
容 

区民が自主的に区政を知り、考えることができるように、北区ニュース・
ホームページ・ＳＮＳ※･動画配信･報道機関などを活用して、施策形成関
連情報を公開するとともに、情報発信力の強化を目的に、職員の広報マイ
ンドを育成します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

① 北区ニュースの発行 

② ホームページの充実 

③ ＳＮＳの活用・充実 

④ 会議の動画配信公開 

⑤ 記者会見の実施 

⑥ 職員研修の実施 

 

 

 

    

指標（目標値） 施策関連情報を提供している媒体数 

※ＳＮＳ：ソーシャル・ネットワーキング・サービスの略。インターネットを使って人間関係を

構築できるスマートフォン・パソコン用の Web サービスの総称。YouTube、LINE など。 

 

 

項
目 ☆1-4(1) 北区ニュースの発行形態・内容の検討 

所
管 

政策経営部広報課 

内
容 

北区ニュースの発行形態や発行回数、配布方法や掲載記事などについて検
討します。また、イベントの応募について QR コードを活用するなど利便
性の向上を図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

検討・調整 実施    
 

効果見込額 ５百万円／年 
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項
目 

1-4(3) オープンデータ※の整備拡充と

利活用 

所
管 

デジタル推進担当部情報
システム担当課、政策経
営部広報課、関係課 

内
容 

区が保有するオープンデータを誰もが自由に利用できるよう公開し、整
備・拡充することにより、地域の課題解決などにつなげます。また、政策
立案など新たな行政サービスにつながるよう、他自治体等のオープンデ
ータの利活用を図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

①拡充 

②利活用検討 

 

実施・推進 

    

指標（目標値） 公開データの項目数 

※オープンデータ：行政機関が保有する情報をデータ化して、区民や民間事業者等が自由に利活

用できるように公開したもの。 

 

 

項
目 1-4(4) 審議会への公募委員の登用 

所
管 

関係課 

内
容 

各種審議会に区民各界の代表の参加を引き続き求めるとともに、審議会委
員の公募を行い、多様な区民の意見を反映した検討を行います。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

公募委員の
選出 

     

指標（目標値） 
公募委員のいる審議会数÷審議会数×100 

公募委員数÷審議会委員数×100 
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２.未来を見据えた柔軟で持続可能な行財政システムの確立 
 

2-１ 効率的・効果的な組織、執行体制を構築します 

 

項
目 2-1(1) 北区の未来を担う職員の育成 

所
管 

総務部職員課 

内
容 

「人材育成基本方針」を改定し、各職層に求められる能力に焦点をあてた
研修を行うとともに、人材が育つ職場づくりを推進するための取組みを、
継続して進めます。また、職員が健康で充実した環境で職務に専念できる
よう、職員研修の充実や健康経営への取組みなど、組織の活性化と生産性
の高い行政運営を推進します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

① ＯＪＴ研修等 実施 

② 政策形成能力育成研修 
実施 

③ 多様な研修形態の検討・
実施 

④ 健康経営への取組み 

     

 

 

項
目 ☆2-1(2) デザイン思考※の導入 

所
管 

しごと連携担当室しごと
連携担当課 

内
容 

新たにデザイン思考を導入し、区政の多様で複雑な課題に対し、区民や事
業者の視点や考えを取り入れるとともに、組織的かつ継続的に取り組む執
行体制を構築することで行政サービスの向上につなげます。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

導入・推進 
     

※デザイン思考：課題を解決する方法を設計するための考え方。課題（ものごとの本質）を正確

にとらえ、課題を解決できているかを考え、既存の価値等にとらわれず、プロセスをデザイン

（設計）する。  
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項
目 2-1(3) 職員の働き方改革の推進 

所
管 

総務部職員課、全部局 

内
容 

ワーク・ライフ・バランスを踏まえた働き方改革を推進するため、時差勤
務や在宅勤務（テレワーク）などの取組みを実施し、業務の効率化と生産
性の向上を図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

① 時差勤務の導入 

② テレワークの 

調査・検討 

 

 

試行・実施 

 

 

実施 

   

 

 

項
目 2-1(4) 職員定数の適正化 

所
管 

総務部職員課、全部局 

内
容 

柔軟で効率的な執行体制を構築するため、絶えず事務改善や外部化、執行
体制の見直しを行うとともに、DX を推進することで、「職員定数管理計画
2024」に基づく職員定数の適正化に努めます。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

実施 
  

 

   

 

 

項
目 

2-1(5) 新しい会議スタイル（会議運営）や

職員間コミュニケーションの充実 

所
管 

政策経営部経営改革・
公共施設再配置推進担
当課、デジタル推進担
当部 DX 推進担当課 

内
容 

デジタルツールを活用した新たな会議のスタイルや、職員間のコミュニケ
ーションの方法を変革することで、業務の効率化を図ります。あわせて、イ
ンフラや機材など、快活な未来型オフィスの環境の整備を目指します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

①チャットツール
活用・推進 

② Web 会議 
活用・推進 
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項
目 ☆2-1(6) DX※推進体制の整備 

所
管 

政策経営部経営改革・公共施
設再配置推進担当課、しごと
連携担当室しごと連携担当
課、デジタル推進担当部 DX
推進担当課 

内
容 

DX を実現するため、BPR（業務改革）やデジタルを活用する職員のリテ
ラシーの向上とともに、管理運営する組織体制を検討します。また、
GovTech 東京などを活用してプロジェクトマネージャー等の専門的な外
部人材を活用します。DX に係る全体のマネジメントについては CIO 補佐
官※等の専門的助言などを受けて推進するとともに、DX 推進アドバイザ
ーなどの外部人材を活用し、区民の利便性向上に努めます。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

①専管組織設置 

②外部人材の活用 

③情報化基本計画策定 

④職員有志による DX
推進プロジェクトチーム  

推進 

 

推進 

 

 

   

※DX：デジタルトランスフォーメーションの略。デジタルを活用した業務変革。 

※CIO 補佐官：専門的見地から的確な提言や助言ができる専門家として、CIO（最高情報統括責

任者（政策経営部を担任する副区長））を補佐する。 

 

 
項
目 ☆2-1(7) 専門分野の効果的な外部人材活用 

所
管 

総務部職員課、関係課 

内
容 

社会情勢の変化や複雑化・多様化する区民ニーズへ対応するため、専門分
野の外部人材を活用し、効果的な区政運営を推進します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

検討・実施      
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項
目 2-1(8) 内部統制の推進 

所
管 

総務部総務課 

内
容 

ＤＸや公民連携など、多様化する行政サービスにおいても事務を適正に処
理するため、内部統制制度に関する基本方針に基づき、対応すべきリスク
の範囲など適宜見直しを行い、効果的な制度の運用を図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

実施      

 

項
目 ☆2-1(9) 指導検査業務の体制強化 

所
管 

福祉部障害福祉課、
介護保険課、関係課 

内
容 

障害部門と介護部門における指導検査業務の一体的運用や、東京都等と連
携した外部人材の活用など、事業者への運営指導体制を見直します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

調査研究 検討 実施    

 

項
目 

☆2-1(10) 子どもに関する包括的な 

相談支援体制 

所
管 

子ども未来部児童相談所開
設準備担当課、子ども家庭
支援センター、健康部保健
サービス課、出産・子育て
支援担当部出産・子育て支
援担当課、関係課 

内
容 

児童相談所の設置にあわせて、子ども家庭支援センターや児童発達支援セ
ンター、教育総合相談センターを複合化し、包括的な相談支援体制を構築
します。また、児童福法改正に合わせて、児童福祉と母子保健の一体的な
支援を行う「こども家庭センター」機能を構築するとともに、複合施設開
設に向けて、より連携を強化するため、効果的・効率的な組織体制を整備
します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

①複合施設 整備 

②児童相談体制検討 

③こども家庭センター 

機能構築 

 

 

 

 
児童相談所等
複合施設開設 

 

充実 
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項
目 

2-1(11) 子どもセンター及びティーンズ

センターのあり方の検討 
所管 

子ども未来部子ども
わくわく課 

内
容 

すべての児童館について、子どもセンターまたは子ども・ティーンズセンタ
ーに移行し、あわせて適正配置を検討します。管理運営については指定管理
者制度の導入を検討・実施します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

あり方の
検討 

指定管理者
の選定 選定・準備 

子どもセンター
等へ移行 

  

 

 

 
 
項
目 

☆2-1(13) 私立保育園の運営支援と 

保育サービスの充実 

所
管 

子ども未来部保育課 

内
容 

私立保育園の定員割れに対する補助制度の見直し等により、少子化に対応
した保育園運営を支援します。また、保育園の空き定員を有効活用した「子
育ち応援モデル事業」を実施し、保護者の就労等の要件を問わない保育事業
の検証を行い、保育サービスの充実を図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

① 補助制度 実施 

② モデル事業実施 

・検証 

見直し検討 
 

 

 

 

 

   

 

 

項
目 ☆2-1(12)  区立保育園のあり方の検討 

所
管 

子ども未来部保育課 

内
容 

区立保育園のあり方・役割として、利用者や地域のニーズに応じた保育の研
究と実践に努め、研修の充実等を図り、区全体の保育の質の向上に取り組み
ます。あわせて、つぼみ保育園の定員数の整理や職員の再配置に取り組みま
す。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

検討・推進 

・実施 
     

保育サービスの充実 
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２-２ 財源の確保に努めます 

 

※クラウドファンディング：インターネットを通して自己の活動や夢を発信することで、想いに

共感した人や活動を応援したいと思ってくれる人から資金を募る仕組み。 

 

 

 

  

項
目 

2-2(1) 寄附の活用（ふるさと納税・ 

クラウドファンディング※） 

所
管 

政策経営部経営改革・公共
施設再配置推進担当課、 
区民部税務課、関係課 

内
容 

ふるさと納税の寄附メニューの見直しや返礼品の拡充、ふるさと納税ポー
タルサイトの活用により、一層の歳入確保と北区の魅力発信の強化を図り
ます。また、新たな歳入確保として、クラウドファンディングを積極的に
活用し、拡大します。そのほか、企業寄附など幅広く寄付者の意向が反映
されるよう制度を整備します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

①寄附メニュー・返礼品
の充実 

②クラウドファンディング
実施 

 

拡大 

    

効果見込額 ５百万円／年 

項
目 2-2(2) 基金の弾力的・効果的な運用の検討 

所
管 

政策経営部財政課、
会計管理室会計課、
関係課 

内
容 

漸増する歳出に見合う歳入を確保するため、基金の弾力的・効果的な運用
について検討します。また、「北区公金管理運用方針」に基づき、基金の運
用範囲を広げます。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

①債券投資範囲
等の拡充検討 

②住宅管理基金
の活用見直し 

北区公金管理運用
方針の見直し 
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項
目 

 2-2(3) 補助金等の積極的な活用 
所
管 

政策経営部財政課、
関係課 

内
容 

国や東京都などの補助制度の情報を収集・共有し、積極的かつ確実な活用
を図るとともに、補助対象・条件等を踏まえた既存事業の見直し・再構築
を検討します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

検討・実施 
      

 

 

項
目 

2-2(4) 広告料収入の確保・関連業務

の外部化 

所
管 

政策経営部広報課、教育振
興部中央図書館、関係課 

内
容 

① 北区ニュースやホームページなどへの広告掲載を推進し、歳入確保を
図るとともに、広告募集について外部化を検討します。また、デジタル
サイネージなど新たな媒体の活用策を検討します。 

② 図書館ホームページのバナー広告や、貸出袋・雑誌カバー等への広告掲
載を検討します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

①  検討 

②  検討 

実施 

準備・募集 

 

実施 

 

 

  

効果見込額  ８百万円／年 
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項
目 2-2(5)徴収率の向上・徴収業務の効率化 

所
管 

区民部収納推進課、国保年
金課、福祉部介護保険課、 
子ども未来部子どもわくわ
く課、保育課、まちづくり部
住宅課、歳入所管課 

内
容 

ア．強制徴収の一層の推進に引き続き努めます。 

イ． 納付案内センターによる架電及び訪問納付案内の実施 

ウ．ワンストップ納付相談の開催 

エ．休日・平日夜間納付相談の開催 

オ．インターネット公売の実施 

カ．2-2(6)（新たな収納手段の検討） 

キ．滞納整理 EBPM 支援サービスの導入 

ク．徴収一元化の検討 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

① ア～キ 実施 

② ク   調査 

 

関係部署
調整 

 

試行・検証 

 

実施 

 

 

 

 

効果見込額 １３９百万円／年 

 

 

項
目  2-2(6) 新たな収納手段の検討 

所
管 

区民部収納推進課、                
歳入所管課 

内
容 

特別区民税などの納付の利便性の向上や歳入確保を図るため、新たな収納
手段を検討・実施します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

① 地方税統一 QR コード 

調査・研究（普通徴収） 

② ネット口座振替サービス 

実施 

③ キャッシュレス決済 

拡充 

  

検証 

 

実施 
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項
目 

2-2(7) 使用料・手数料などの受益者

負担の適正化 

所
管 

政策経営部財政課、関係課 

内
容 

使用料・手数料については、受益者負担の原則や負担の公平性などの観点
から、定期的に検討・見直しを行い適正化に努めます。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

使用料・手数料 
見直し 

 検討 見直し  検討 

 

 

項
目 2-2(8) 粗大ごみの資源化 

所
管 

生活環境部北区清掃事務所 

内
容 

粗大ごみの資源化を行い、ごみの減量化と売却による歳入確保を図りま
す。また、粗大ごみプラスチックについても資源化回収を行います。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

① 資源化率向上  
（18％） 

② 粗大ごみプラ
資源化検討 

 

（19％） 

試行・検証 

 

（2０％） 

実施 

 

（21％） 
 

 

 

（22％） 

 

（23％） 

効果見込額 ５百万円／年 

 

 

 

項
目 ☆2-2(9) 行政財産（画像資料等）の有効活用 

所
管 

飛鳥山博物館 

内
容 

飛鳥山博物館の行政財産である画像資料等について、一般利用の有料化を
検討します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

調査・検討 実施     

効果見込額 ２０万円／年 
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項
目 ☆2-2(10) 駐車場の利用拡大 

所
管 

関係課 

内
容 

区が運営する駐車場について、時間外などでも利用できるようサービスの
拡大を図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

拡大・推進 
     

 

 

２-３ 業務や事業の見直しを行います 

 

項
目 ☆2-3(1) 業務改革（ＢＰＲ※）の推進 

所
管 

政策経営部経営改革・公
共施設再配置推進担当課
デジタル推進担当部 DX
推進担当課、全部局 

内
容 

業務の可視化、評価・分析により業務プロセスの見直しを行い、業務の整
流化・集約化・自動化などを進め、デジタル技術を活用し、業務の効率化
を図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

実施 
     

※BPR：ビジネス・プロセス・リエンジニアリングの略。プロセスの観点から業務フローを根本

的に見直し、業務内容を再構築することで業務改革を行うこと。 

 

項
目 2-3(2) 類似事業の整理・統合 

所
管 

政策経営部経営改革・公
共施設再配置推進担当課
全部局 

内
容 

国や東京都などが実施している類似事業を調査し、区が実施している事業
の精査、見直しを図り、一層効果的に事業を推進します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

検討・実施 
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項
目 2-3(4) ガバメントクラウド※の利用 

所
管 

デジタル推進担当部
情報システム担当課、
関係課 

内
容 

児童手当や住民基本台帳、介護保険、国民年金などの標準化対象事務につ
いて、国の定める標準仕様に準拠したシステムに移行するため、ガバメン
トクラウドを利用します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

準備 準備・稼働 稼働 
   

※ガバメントクラウド：国（デジタル庁）が提供するクラウド環境。地方自治体は、国が定める

標準仕様に準拠したシステムをガバメントクラウド上に構築することとされている。 

 

項
目 ☆2-3(5) 北区日本語教室の実施方法の見直し 

所
管 

総務部総務課 

内
容 

北区が実施する日本語教室について、オンラインの一部導入による効率的
な運営と、受益者負担の観点から適正な参加費の徴収を行います。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

① オンライン化

検討・試行 

② 参加費の徴収 

実施 

 

調査 

 

 

検討 

 

 

実施 

 

 

 

 

項
目 

☆2-3(3) ペーパーレスなど５つの 

レスの推進 

所
管 

政策経営部経営改革・公共施
設再配置推進担当課、生活環
境部環境課、会計管理室会計
課、全部局 

内
容 

会議資料や申請書の電子化によるペーパーレス、書類の押印廃止による 
はんこレス、FAX レス、窓口払いの手数料やスポーツ施設の券売機などの
キャッシュレス、接触しないタッチレスなどを推進し、効率的な業務執行、
印刷経費の削減及び申請手続きの効率化を図ります。また、区の取組みを
発信し、区民への理解と協力を求めます。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

① キ ャ ッ シ ュ

レス窓口拡大 

 

拡大 

 

 

推進  

 

 

 

②キャッシュレス

券売機導入 

 

拡大 
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項
目 ☆2-3(8) セレモニーホールのあり方の検討 

所
管 

地域振興部地域振興課 

内
容 

セレモニーホール施設の管理運営について、指定管理者制度の導入を含
め、あり方の検討・見直しを行います。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

検討  見直し    

 
 
  

項
目 

２-3(6)  ＮＰＯ・ボランティアぷらざの

機能検討 

所
管 

地域振興部地域振興課 

内
容 

社会の変化に対応する中間支援組織として、社会福祉協議会やシルバー人
材センターとの事業連携を含め、ＮＰＯ・ボランティアぷらざの機能強化
や役割の明確化を検討します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

検討   実施   

項
目 ２-3(7)  ふれあい館利用の見直し 

所
管 

地域振興部地域振興課 

内
容 

「北区公共施設等総合管理計画」に基づき、ふれあい館の有効活用を図る
とともに、規模が小さく利用者が少ない、老朽化したふれあい館単独施設
については、統廃合を検討します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

    ２か所  
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項
目 ☆２-3(9) 区民交通傷害保険事業の見直し 

所
管 

地域振興部地域振興課 

内
容 

窓口での区民交通傷害保険の団体・個人加入手続きを見直し、現金管理の
リスク低減とともに事務の効率化を図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

検討・実施      

効果見込額 ２５万円／年 

項
目 2-3(10) 経営相談総合窓口の見直し 

所
管 

地域振興部産業振興課 

内
容 

経営相談総合窓口について、区内産業団体をはじめとする多様な主体との
連携を強化し、北とぴあ改修後を見据えた見直しを図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

推進   実施   

効果見込額 １４０万円／年 

項
目 ☆2-3(11) 創業支援体制の見直し 

所
管 

地域振興部産業振興課 

内
容 

新たな価値の創出を支援する拠点施設として、ネスト赤羽と旧赤羽エコ
ー広場館跡地を効果的に管理・運営し、段階に応じた創業支援と学び・交
流の場の拡充に向けた見直しを検討します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

検討・実施      

効果見込額 ３百万円／年 

-49-



- 50 - 
 

項
目 ☆2-3(12) 遺族サポートデスクの設置 

所
管 

区民部戸籍住民課 

内
容 

亡くなられた方のご遺族が行う手続きに関する不安や負担を軽減するた
め、ご遺族に寄り添い、分かりやすく、時間短縮にもつながる常設型の窓
口を設置します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

設置      

 

 

項
目 ☆2-3(13) 収納窓口業務の見直し 

所
管 

区民部収納推進課 

内
容 

区民税等の収納窓口に現金用のセルフレジを導入し、業務フローを見直す
ことにより、正確かつ効率的な収納事務を実現します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

導入     
 

 

 

項
目 

2-3(14) 老人いこいの家における 

民間施設とのさらなる連携 

所
管 

福祉部高齢福祉課 

内
容 

老人いこいの家の位置づけ等を検討し、類似施設との一体的な管理や、民
間施設との事業連携を検討・実施します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

①施設の一体的

な管理 検討 

②民間施設との

事業連携 検討 

指定管理者

選定 

 

準備 

 

実施 

 

実施 
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項
目 2-3(15) 敬老祝品贈呈事業の見直し  

所
管 

福祉部長寿支援課 

内
容 

88 歳（米寿）の祝品について見直しを検討します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

検討 実施     

効果見込額 ４８百万円／５年 

項
目 

☆2-3(16) ヘルシー入浴券の拡充と 

手続きの見直し 

所
管 

福祉部長寿支援課 

内
容 

高齢者ヘルシー入浴事業について、対象年齢の引き下げについて検討し、
デジタル化を含めた事務手続きの見直しを図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

検討 実施     

項
目 

☆2-3(17) 北区コミュニティバスへの

EV バス導入 

所
管 

土木部交通事業担当課 

内
容 

ディーゼル燃料で運行する北区コミュニティバスの更新において、電気を
動力とする EV バスを導入します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

検討 

王子・駒込ルート

田端循環ルート 

導入 

    

効果見込額 １７０万円／年・台 
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項

目 

☆2-3(18) 私立保育園等に対する補助金の

見直し 

所
管 

子ども未来部保育課 

内
容 

私立保育園等への各種補助金について、保育ニーズの変化に応じた、効果
的な保育園運営につながるように補助内容の見直しを行い、あわせて事務
手続きを簡略化し、保育園の事務負担の軽減を図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

検討 実施     

 

 

項
目 

☆2-3(19) 校務支援システムのクラウド化

及び教員用端末の統合 

所
管 

教育振興部学び未来課 

内
容 

教職員が使用している学習用端末（きたコン）と、出席簿や成績処理を行
う校務支援システム用端末の２台について、校務支援システム用端末のシ
ステムをクラウド化し、さらに学習用端末と１台に統合することで、教職
員の業務負担軽減と利便性の向上を図り、働き方改革を推進します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

学習用 

端末更新 
調査 検討 

校務支援システム 

更新 

統合端末

選定 

クラウド化

端末統合 

効果見込額 ６２百万円／年 （令和 11 年 12 月～１２年３月） 

 
 

項
目 

2-3(20) 社会教育団体登録窓口業務の

さらなる外部化 

所
管 

教育振興部生涯学習・
学校地域連携課 

内
容 

社会教育関係団体の登録更新業務の一部を、既存の赤羽文化センターのほ
か中央公園・滝野川文化センターに拡充するとともに、登録業務の拡大を
検討します。また、登録手続きのデジタル化を検討します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

実施  
登録申請の

デジタル化 
   

 

 

-52-



- 53 - 
 

項
目 ☆2-3(21) 図書館の効果的な運営 

所
管 

教育振興部中央図書館 

内
容 

各図書館の開館時間を弾力的に運用するため、指定管理者制度など、さら
なる民間活力の活用や、電子書籍・電子図書館の導入を検討します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

① 開館時間の 

弾力的な運用 

② 電子書籍・電子
図書館の検討 

検討 
 

導入 

 

実施  

 

 

 
 

 

 

2-4 外郭団体の役割を検証し、効率化を推進します 

 

項
目 2-4(1) 北区文化振興財団 

所
管 

地域振興部地域振興課 

内
容 

財団が実施する事業の収益性を高めるとともに、企業などから寄附を募る
など財政的に自立した経営基盤を確立します。また、自ら考えて企画でき
る体制を強化します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

実施      

 

 

項
目 2-4(2) 北区社会福祉事業団 

所
管 

福祉部地域福祉課 

内
容 

事業団の役割・運営体制を検証し事務事業の一層の効率化を図るととも
に、東京都等の補助制度も積極的に活用検討し、経営基盤を安定的なもの
として、自主・自立した法人運営を推進します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

① 業務委託の見直し 

② ICT・介護ロボット等
導入 
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項
目 2-4(3) 北区社会福祉協議会 

所
管 

福祉部地域福祉課 

内
容 

自主財源の拡充、各種事業や人事制度の見直しを行いながら、独立した社
会福祉法人として、自主・自立的な経営基盤を確立します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

実施      
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３．社会の変化に対応した行政サービスの提供 
 

3-1 行政のＤＸを推進します 

 

項
目 

3-1(1) ＡＩ・RPA による区民サービス

の向上と業務の効率化 

所
管 

政策経営部経営改革・公
共施設再配置推進担当
課、デジタル推進担当部
DX 推進担当課、関係課 

内
容 

ＡＩ（人工知能）技術やＲＰＡなどを活用し、区民サービスの向上と業務
の効率化を図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

導入      

 

 

項
目 ☆3-1(2) 書かない窓口の導入 

所
管 

政策経営部経営改革・公共施
設再配置推進担当課、デジタ
ル推進担当部 DX 推進担当
課、総務部総務課、区民部戸
籍住民課、福祉部障害福祉
課、介護保険課、関係課 

内
容 

ICT を活用した「書かない、待たない、回らない」窓口を実現することで、
誰一人取り残されない、人に優しいデジタル化の実現を目指します。その
ため、まずは書かない窓口を導入します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

一部導入 運用 拡大    
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項
目 

☆3-1(3) 電子（インターネット）決済

の導入 

所
管 

政策経営部経営改革・公共施
設再配置推進担当課、デジタ
ル推進担当部情報システム
担当課、会計課、関係課 

内
容 

施設予約システムの更改にあわせて、インターネット決済（キャッシュレ
ス）を導入し、予約から決済までの手続きがワンストップで行えるよう利
便性の向上と事務の効率化を図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

事業者選定 設計・構築 導入   
 

 

 
項
目 ☆3-1(4) 電子申請の拡大 

所
管 

デジタル推進担当部
DX 推進担当課 

内
容 

電子申請対象の手続きを増やし、紙の申請書や通知を電子化することで、
区民が自身のライフスタイルに合わせた行政手続きを選択できるようにし
ます。また、電子申請をまとめたポータルサイトを構築し、電子申請の利
用を促進します。あわせて、業務プロセスを見直し、事務処理を効率化し
ます。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

①電子申請 推進 

②ポータルサイト
検討 

 

導入 

 

 

 

 

   

 

 

項
目 ☆3-1(5) 電子契約の導入 

所
管 

総務部契約管財課 

内
容 

電子契約を導入し、契約締結事務のペーパーレスと効率化を図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

導入      
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項
目 ☆3-1(6) 災害対策本部のＤＸと情報発信の強化 

所
管 

危機管理室防災・
危機管理課 

内
容 

新たな総合防災システムの導入に合わせて業務プロセスを見直すことによ
り、災害情報の収集、整理、伝達を効率化し、災害状況を的確に把握する
とともに、区民への情報発信の強化を図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

① システム導入 

② 情報発信の強化 
     

 

 

項
目 

☆3-1(7) 避難所運営のＤＸと防災訓練

の多様化 

所
管 

危機管理室防災・危機管
理課、地域防災担当課 

内
容 

避難所の受付や入退所管理、情報管理をデジタル化することで、避難所運
営を効率化し、運営スタッフの負担軽減を図ります。また、防災訓練では、
訓練内容を動画でＨＰ等に公開し、技術習得や学習の多様な機会を整備し
ていきます。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

① 避難所システム 
検討 

② 防災訓練動画 

作成・公開 

効果検証 
 

更新 

導入 
 

 

 
 

 

 
 

 

項
目 ☆3-1(8) 課税資料転送における DX 

所
管 

区民部税務課 

内
容 

他自治体へ郵送している課税資料について、RPA を活用しつつ、国税連携
システムによりイメージデータとして電子送付することで、時間の短縮と
事務の効率化を図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

検討 実施     

効果見込額 ２０万円／年 
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項
目 

☆3-1(9) 避難行動要支援者システムを活用

したさらなる事務の効率化 

所
管 

福祉部地域福祉課 

内
容 

より実効性のある避難支援を実施するため、避難行動要支援者システムを
改修するとともに、業務プロセスを見直すことで事務の効率化を図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

検討 実施     

 

 

項
目 ☆3-1(10) 自転車駐車場の利便性の向上 

所
管 

土木部土木管理課 

内
容 

自転車駐車場にコイン式自転車駐車場の整備や交通系電子マネー等などを
整備し、利便性の向上を図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

① コイン式の整備 

(２か所) 

② 交通系電子マネー化 

(１か所) 

③ 指定自転車置場の自
転車駐車場への移行 

(１か所) 

 

 

 

 

(２か所) 

 

 

 

  

 

 

 

 (1 か所) 

 

効果見込額 37 万円／年 

 

 

項
目 ☆3-1(11) 会計事務の DX 

所
管 

会計管理室会計課 

内
容 

会計事務について、収入・支出業務及び支出審査業務の電子化・自動化に
よる業務効率化を図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

庁内関係
調整 

製品調査
選定 

製品仕様
の決定 

製品調達
整備 実施  
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＜再掲＞ 

1-4(3) オープンデータの整備拡充と利活用 

2-1(6) DX 推進体制の整備 

2-2(5) 徴収率の向上・徴収業務の効率化 

2-2(6) 新たな収納手段の検討 

2-3(1) 業務改革（ＢＰＲ）の推進  

2-3(3) ペーパーレスなど５つのレスの推進 

2-3(4) ガバメントクラウドの利用 

2-3(20) 社会教育団体登録窓口業務のさらなる外部化 

 
 

3-2 外部委託等により民間活力を活用します 

 

項
目 3-2(1) 職員課事務の外部委託の拡大 

所
管 

総務部職員課 

内
容 

職員課事務について、勤務証明書等作業業務のさらなる外部委託を検討し
ます。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

検討 実施     

 

 

項
目 

☆3-2(2) 生活保護制度運用に関する事務の

外部委託等 

所
管 

福祉部生活福祉課、
北部地域保護担当課 

内
容 

生活保護法関連の調査業務の外部委託化や、相談業務経験者を会計年度任
用職員として雇用することにより、業務の効率化や職員の負担軽減、業務
の質の確保を図ります。あわせて、各種調査等の事務処理のデジタル化を
進めます。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

①外部委託化 

②経験者雇用 

③デジタル化 
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項
目 3-2(3) 用地取得業務の外部委託 

所
管 

土木部事業用地担当課 

内
容 

用地取得業務について、外部委託を推進するとともに、道路事業等への理
解促進のため効果的な広報活動を検討します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

実施拡大      

指標（目標値） 用地取得面積、用地取得率 

 

 

項
目 3-2(4) 魅力ある公園づくり 

所
管 

土木部土木政策課、
道路公園課 

内
容 

Park-PFI※や指定管理者制度を活用した魅力ある公園づくりを推進しま
す。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

Park-PFI 推進 

(飛鳥山公園) 
   

事業評価 

（飛鳥山公園） 

サウンディング 

調査 

※Ｐａｒｋ－ＰＦＩ：公園利用者に利便性の向上に資する飲食店、売店等の公園施設の設置と、

当該施設から生ずる利益を活用してその周辺の園路、広場等の整備、改修等を一体的に行う者

を公募により選定する「公募設置管理制度」のこと。 

 

 

項
目 

3-2(5) 公衆・公園トイレの更新と

ネーミングライツの導入 
所
管 

政策経営部経営改革・公共
施設再配置推進担当課、 
土木部道路公園課 

内
容 

公衆・公園トイレについて、サービス提供型ネーミングライツの導入を検
討します。公園トイレについては、北区公園総合整備構想の配置基準に基
づき、移設や統合を検討し、住民意見交換を経て、更新していきます。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

①ネーミングライツ 

の導入 検討 

② 更新 推進 

指針整備 

公募 

 

実施 
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項
目 

3-2(6) 学校施設への総合管理委託の

推進 

所
管 

教育振興部教育政策課、
学校改築施設管理課、生
涯学習・学校地域連携課 

内
容 

学校施設において、用務業務や学校施設の地域開放業務も含めた総合管理
委託を推進します。これにより効率的な施設管理はもとより、利用者の利
便性向上や、学校運営の安全確保及び教職員の負担軽減も図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

導入 

（１校） 

   導入 

（２校） 

 導入 

（２校） 

 

 

項
目 3-2(7) 学校用務業務の外部委託 

所
管 

教育振興部教育政策課 

内
容 

小・中学校における用務業務について、職員の退職にあわせて外部委託を
実施します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

実施 
      

効果見込額 ６９百万円／６年 

 

 

項
目 

☆3-2(8) 学校等の不用物品の 

リユース事業 

所
管 

教育振興部学校支援課、
生活環境部リサイクル清
掃課、会計管理室会計課 

内
容 

学校の改築等で発生する不用物品の中から、再利用可能な物品をリユース
する取組みを一層推進するため、他の公共施設での再利用や譲渡、販売、
インターネットオークションなど、公民連携の取組みも含め有効な方法を
検討・実施します。これにより SDGｓの推進とともに、処分費用の縮減と
歳入確保を図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

調査 方針整備 
事業者との
連携・協定 

実施 
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項
目 

☆3-2(9) 適応指導教室（ホップ・ステップ・ 

ジャンプ教室）運営の外部委託 

所
管 

教育振興部教育総合
相談センター 

内
容 

適応指導教室（ホップ・ステップ・ジャンプ教室）の運営について、外部
委託を実施します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

選定 実施     

 

 

項
目 

☆3-2(10) 子ども家庭支援センター事業の

外部委託の推進 

所
管 

子ども未来部子ども
家庭支援センター 

内
容 

子育ての相談体制を強化し、利用者が必要とする支援につながるよう、ま
たセンターが地域の関係機関と連携・協働できるよう、外部委託をしてい
るファミリー・サポート・センター事業について、あそびの広場との関り
を含め効果的な事業実施体制を検討します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

方針決定 選定 実施    

効果見込額 ９百万円 

 
 

項
目 

☆3-2(11) 児童発達支援センター事業の

外部委託 

所
管 

子ども未来部子ども
家庭支援センター 

内
容 

より効果的・効率的な施設運営や事業の充実を図るため、児童発達支援セ
ンターの一部業務の外部委託化を進め、民間事業所のノウハウや専門知識
を活かした事業の実施とサービスの質の向上、長期的な視点による人材確
保を図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

検討  実施    
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項
目 3-2(12) 選挙事務の外部委託の推進 

所
管 

選挙管理委員会事務局 

内
容 

選挙事務にともなう派遣スタッフの活用を推進します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

実施 実施 実施 実施 実施 実施 

効果見込額 ５６百万円／６年 

 

＜再掲＞1-1(12) PPP 手法の導入の検討  

 

3-3 指定管理者制度の導入・運用の充実を図ります 

 

項
目 ☆3-3(1) 指定管理者制度の運用充実 

所
管 

政策経営部経営改革・公共
施設再配置推進担当課 

内
容 

指定管理者制度について、施設特性に応じた弾力的・効果的な制度の運用
充実を図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

庁内検討会 

ガイドライン改正 

庁内研修 

運用 
    

 
 

項
目 ☆3-3(2) 複合施設 

所
管 

政策経営部経営改革・公共施設再
配置推進担当課、地域振興部地域
振興課、スポーツ推進課、関係課 

内
容 

複合施設の一部管理運営について、指定管理者制度の導入を検討・実施し
ます。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

  選定 
導入 

（１施設） 
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項
目 3-3(3)  高齢者住宅 

所
管 

まちづくり部住宅課 

内
容 

(仮称)区営シルバーピア栄町の管理運営について、指定管理者制度の導入を
検討･実施します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

 選定 導入    

効果見込額 ８９万円／年 

 

 

項
目 3-3(4) 公園 

所
管 

土木部道路公園課 

内
容 

区立公園の管理運営について、指定管理者制度の導入を拡大します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

選定 拡大・導入  選定 実施  

 

 

項
目 3-3(5) 保育園 

所
管 

子ども未来部保育課 

内
容 

保育園の管理運営について、指定管理者制度の導入を検討・実施します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

 導入 

（１園） 

    

効果見込額 １７百万円／年・園 
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４．公共施設マネジメントの推進 
 

4-1 施設の有効活用を図ります 

 

項
目 4-1(1) 学校施設跡地の有効活用 

所
管 

政策経営部企画課 

内
容 

学校施設跡地については、必要に応じて利活用検討委員会を設置し、学校
ごとに利活用計画を策定、見直しを行い、有効活用を図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

推進 
 

 
    

効果見込額 ７１３百万円／６年 

 

項
目 

4-1(2) 遊休地・遊休施設の有効活用・

処分 

所
管 

政策経営部経営改革・公
共施設再配置推進担当
課、総務部契約管財課 

内
容 

＜全体的な方針＞ 

遊休地・遊休施設の発生が見込まれた時点で、遊休施設利活用等検討会
で利活用方針を決定し、有効活用・処分を引き続き推進します。 

【主な個別施設】                           
①北区役所第四庁舎                       
②旧志茂保育園                         
③児童館・学童クラブ                      
④幼稚園 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

検討会・利活用方針      

① 処分 

② 処分 

③ 検討・方針決定 

④ 検討・方針決定 

 

 

 

    

効果見込額 １,０６６百万円／6 年 
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項
目 4-1(3) 公共施設のさらなる有効活用 

所
管 

政策経営部経営改革・公
共施設再配置推進担当課 

内
容 

北区公共施設等総合管理計画に基づき、利用目的を持って設置している既
存施設に対し、用途転換等によるさらなる有効活用を検討します。計画の
改定にあたり、区の資産情報を網羅した固定資産台帳や財務データをもと
に、施設別のトータルコストなどを把握することで、老朽化が進む区有施
設のマネジメントに活用します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

計画改定 推進     

 

 

項
目 4-1(4) 旧浮間さくら荘の有効活用 

所
管 

福祉部地域福祉課 

内
容 

特別養護老人ホームの改築ステーションとして整備した旧浮間さくら荘の
有効活用を検討します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

①あじさい荘の
仮 移 転 先 と し
て活用 

②有効活用検討 

 ①やまぶき荘の
仮移転先とし
て活用 

 

   

 

 

項
目 4-1(5) 学校施設の地域開放 

所
管 

教育振興部生涯学習・学校地域
連携課、学校改築施設管理課 

内
容 

学校施設の地域開放について、キーボックス管理への統一化を進めつつ、
施設予約システムの導入を検討し、利便性の向上と利用促進を図るととも
に、学校の負担を軽減します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

実施・検討 
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4-2 施設の長寿命化や維持管理コストの削減を図ります 

 

項
目 4-2(1) 公共施設に関する情報の公開 

所
管 

政策経営部経営改革・公
共施設再配置推進担当課 

内
容 

公共施設に関する情報（維持管理コストも含む）について、一元的に管理・
共有し、ホームページ等に公開します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

実施      

 

 

項
目 4-2(2) 区有施設の長寿命化の推進 

所
管 

総務部営繕課 

内
容 

区有施設保全計画に基づき、計画的・効果的な改修等を行うことにより、
施設の長寿命化を図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

保全計画改定 推進    保全計画改定 

 
 

項
目 

4-2(3) 北とぴあの長寿命化及び効果的

運営に向けた取組み 

所
管 

地域振興部大規模区民
施設整備担当課 

内
容 

北とぴあ改修基本計画に基づき、改修工事に向けて事業を推進するととも
に、大規模改修後も、中長期にわたり機能を維持するため改修方針等を策
定し、計画的な保全を行うことにより、施設の長寿命化を図ります。また、
魅力的な施設運営に向けて、施設特性を踏まえ、マスターリース※等新た
な手法や指定管理者制度の効果的運用の検討を行います。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

実施設計 改修工事 改修工事 
リニューアル

オープン 
 

中長期改修
方針等検討 

※マスターリース：所有者が事業者と建物の一括賃貸契約を結び、事業者が各テナントの誘致等

の管理運営や賃貸借契約を結び、事業者から所有者にマスターリース料が支払われる仕組み。 
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項
目 4-2(4) インフラの長寿命化に向けた取組み 

所
管 

土木部道路公園課 

内
容 

公園施設長寿命化計画などに基づき、計画的・効果的な改修等を行うこと
により、インフラの長寿命化を図ります。また、公園遊具の法定点検を毎
年実施することで、安全管理を図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

実施      

効果見込額 ２７百万円／６年 

 

 

項
目 4-2(5) 学校施設の改築・長寿命化の推進 

所
管 

教育振興部学校改築
施設管理課 

内
容 

「北区立小・中学校長寿命化計画」「北区立小・中学校整備方針」に基づき
改築やリノベーションを推進します。 

①改築 ②リノベーション完了 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

①  

②１校 

 

１校 

１校 

１校 

１校 

１校 

１校 

１校 

２校 

１校 

 
 

項
目 ☆4-2(6) 公共施設の脱炭素化 

所
管 

生活環境部環境課、関係課 

内
容 

ゼロカーボンシティの実現に向け、「北区役所ゼロカーボン実行計画」に基
づき、再生可能エネルギー電力の導入や、環境に配慮した区有施設及び庁
有車の整備を推進し、温室効果ガス総排出量の削減を目指します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

推進      

指標（目標値） (令和９年度)温室効果ガス総排出量(平成 25 年度比)42％削減 
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項
目 ☆4-2(7) 学校施設における ZEB※の推進 

所
管 

教育振興部学校改築
施設管理課 

内
容 

「北区役所ゼロカーボン実行計画」を踏まえ学校の改築にあたっては原則
ZEB Oriented 相当以上をめざし、省エネルギー化を推進します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

  
導入 

（１校） 

導入 

（１校） 

導入 

（１校） 

導入 

（２校） 

※ZEB（ゼブ）：ネット・ゼロ・エネルギー・ビルの略。年間の一次エネルギー消費量が正味 

（ネット）ゼロまたはマイナスの建物のこと。  

 
項
目 4-2(8) エコスクール整備事業の推進 

所
管 

教育振興部学校改築
施設管理課 

内
容 

区立小中学校に太陽光発電装置の設置、屋上緑化、壁面緑化を行い、電気
使用量の抑制を図ります。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

 
 

壁面緑化
（１校） 

太陽光発電 
（１校） 

 
 

壁面緑化 
（１校） 

太陽光発電 
（１校） 

屋上緑化 
（１校） 

壁面緑化 
（１校） 

太陽光発電 
（２校） 

屋上緑化 
（１校） 

壁面緑化 
（１校） 

太陽光発電 
（２校） 

屋上緑化 
（１校） 

壁面緑化 
（１校） 

太陽光発電 
（２校） 

屋上緑化 
（２校） 

壁面緑化 
（１校） 

太陽光発電 
（３校） 

指標（目標値） 電気使用量削減量 

 
 

項
目 ☆4-2(9) 石神井川整備事業に伴う 1 橋集約化 

所
管 

土木部土木政策課 

内
容 

石神井川の整備工事に伴い豊石橋と新堀橋を架替え、１橋に集約化します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

推進 詳細設計 詳細設計 工事   

 

＜再掲＞1-1(12) PPP 手法の導入の検討  
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4-3 施設の再配置に向けた取組みを推進します 

 

項
目 ☆4-3(1) 公共施設の効率的・効果的な更新 

所
管 

政策経営部経営改革・
公共施設再配置推進
担当課、関係課 

内
容 

複合化などの手法により公共施設の効率的・効果的な更新を推進します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

堀船中学校 
整備 

(仮称)桐ケ丘
区民センター

基本設計 

整備 

 

実施設計 

整備・完成 

 

整備 

開設 

 

整備 

 

 

開設 

 

 

 
 

項
目 

☆4-3(2) 赤羽駅周辺地区のまちづくりに

おける公共施設等の更新 

所
管 

まちづくり部まちづ
くり推進課、関係課 

内
容 

赤羽駅周辺地区のまちづくりでは、市街地再開発事業による大規模な土地
利用転換を見込み、「赤羽駅周辺地区まちづくり基本計画」の中で、更新時
期を迎える大規模公共公益施設の効率的・効果的な更新を検討します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

計画策定 推進     

 

 
項
目 ☆4-3(3) エリアデザインによるまちづくり 

所
管 

まちづくり部まちづ
くり推進課、関係課 

内
容 

エリアの中核となりうる大規模公共公益施設の整備・更新、土地利用転換
等の機会を捉え、周辺地域も含めたエリア一体のまちづくり（エリアデザ
イン）ガイドラインを定め、地域の魅力や価値を高める取組みを推進しま
す。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

エリアデザイン導入

ガイドライン策定 

エリアデザイン

の推進 
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項
目 4-3(4) 高齢者住宅の返還 

所
管 

まちづくり部住宅課 

内
容 

借上げ高齢者住宅の賃貸借契約終了後、順次建物を返還し、区営シルバー
ピア３か所に集約します。 

年
度
別
計
画 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

返還  
（１棟） 

返還 
（２棟） 

返還 
（２棟） 

返還 
（１棟） 

  

効果見込額 ２５百万円／４年 

 

 

＜再掲＞  

 2-1(11) 子どもセンター及びティーンズセンターのあり方の検討 

2-1(12) 区立保育園のあり方の検討 
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